
 

 

 

 

 

 

 

 

   障害者グループホームの食材料費の取扱いに係る実態調査 

（追加調査）の結果について 

 
 

愛知県では、障害者総合支援法による共同生活援助（グループホーム）における食材

料費の適切な取扱いに資するため、2023 年 10 月に県内全てのグループホーム（767 か

所）を対象に、食材料費の取扱いに係る実態調査（以下「初回調査」という。）を実施

し、同年 11 月 22 日（水）にその結果について公表したところです。 

この度、初回調査で食材料費の取扱いに疑義のあった事業所に対し、追加調査・指導

を実施した結果、全ての事業所において適切な取扱いに向けた是正が図られることが確

認できましたのでお知らせします。 

 

記 

１ 調査対象 

初回調査（2023 年 11 月の公表時点で未回答であった事業所を含む）において、食材

料費として徴収した金額を人件費、光熱水費及び日用品費に流用したと回答した事業所

（のべ 232 事業所） 

県所管以外の事業所については、名古屋市、中核市、大府市（指定・調査の権限を県

から移譲済）に対して、同様の調査を実施するよう依頼。 

 

２ 調査結果 

（１）人件費への流用について（追加調査対象 57 事業所※１） 

 〇 食材料費を人件費へ流用した事業所は 34 か所であった。（裏面 表 1参照） 

 管理者、世話人など職員の人件費は公費で賄われており、利用者から徴収するこ

とは認められていないため、調査に併せて指導した結果、流用した額を利用者へ返

還する事業所が 13 か所、今後の食材料費へ充当する事業所が 21 か所となり、全て

の事業所において適切な取扱いに向けて是正が図られることが確認された。 

 

※１：2023 年 11 月の公表時点で、①食材料費として徴収した金額を精算しておらず人件費に

流用したと回答した 40事業所（参考資料Ｐ.２※１）、②食材料費の精算を行っていると

回答しながら人件費への流用も行っていると回答した７事業所及び③公表時点で未回答

であったが、その後人件費に流用していると回答した 10 事業所を合わせた 57 事業所

（①＋②＋③）。 
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表１「人件費への流用」についての回答内訳 

 追加調査件数 追加調査の結果、 
人件費へ流用していた 

追加調査の
結果、人件
費への流用
なし※２ 

11 月初
回調査公
表時点 

 

公表後 
判明 計 

 
うち利用者

へ返還 
うち今後の食
材料費へ充当 

県全体 40 17 57 34 13 21 23 

うち 
県所管 16 5 21 15 8 7 6 

※２：追加調査の結果「人件費への流用なし」とした主な理由 

・食材料費の徴収額より、食材料費の実費が上回っていたため、流用はされていなかった。 

・初回調査時に誤って回答したが実際には流用していなかった。                

 

（２）光熱水費・日用品費への流用について（追加調査対象 175 事業所※３） 

〇 食材料費を光熱水費や日用品に流用した事業所は 156 か所であった。（表２参照） 

 流用する場合、少なくとも利用者に説明の上、同意を得なければ不適切と考えら

れるため、調査に併せて指導した結果、流用について利用者へ説明を行い、同意を

得ている事業所が 95 か所、今後説明を行い、同意を得る予定の事業所が 61 か所

と、全ての事業所において適切な取扱いに向けた是正が図られることが確認でき

た。 

※３：2023 年 11 月の公表時点で、①食材料費として徴収した金額を精算しておらず光熱水費

や日用品費に流用したと回答した 99 事業所（参考資料Ｐ.２※２）、②人件費にも流用し

ていると回答したためダブルカウント分として除いた 24 事業所、③食材料費の精算を

行っていると回答しながら光熱水費や日用品費への流用も行っていると回答した 28事業

所及び④公表時点で未回答であったが、その後光熱水費や日用品費に流用していると回

答した 24事業所を合わせた 175 事業所（①＋②＋③＋④）。 

 

 表２「光熱水費・日用品費への流用」についての回答内訳 

 
追加調査件数 追加調査の結果、 

光熱水費等へ流用していた 
追加調査の結
果、光熱水費
等への流用な
し※４ 

11 月初
回調査公
表時点 

公表後 
判明 計 

 利用者への説明と同意 
対応済み 今後対応予定 

県全体 99 76 175 156 95 61 19 

うち 
県所管 41 30 71 63 45 18 8 

※４：追加調査の結果、「光熱水費及び日用品費への流用なし」とした主な理由 

・食材料費の徴収額より、食材料費の実費が上回っていたため、流用はされていなかった。 

・初回調査時に誤って回答したが実際には流用していなかった。  

 

３ 今後の対応 

今後は、事業所に対する運営指導の機会等を通じて、取扱いの是正が適切に実施され

ているか確認するとともに、引き続き食材料費の適切な取扱いについて指導していく。 


